
はじめに

日本では２０００年代に入って，福祉サービスの

給付水準や経済給付の水準を抑制する一方で就

労促進をはかる政策傾向が強められた。母子家

庭自立支援対策大綱（２００２年），ホームレスの

自立の支援等に関する特別措置法（２００２年），

生活保護自立支援プログラム（２００５年）そして

障害者自立支援法（２００６年）などがそれであ

る。欧米の先進資本主義諸国でも９０年代から

「福祉から就労へ」の流れ，あるいは労働・雇
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用政策と社会保障・福祉政策とを融合させ労働

を奨励する福祉政策の流れが強まっていた。こ

の労働を奨励する福祉政策は二つに区別するこ

とができる。ひとつはアメリカの貧困家族一時

扶助法」に源流を持つとされる「就労を福祉給

付の絶対条件として，就労しない場合には給付

を打ち切るといった制裁的な意味合いをもって

いる」政策で「狭義のワークフェア」と呼ばれ

ている。もう一つはスウェーデンで９０年代より

も以前から始まっている「積極的労働市場政

策」の基礎の上に教育や職業訓練，リハビリテ

ーション，一時的雇用，所得保障給付，企業へ

の助成金等を結びつけて雇用促進を図っていく

政策で「アクティベーション」と呼ばれてい＊立命館大学産業社会学部教授

障害者の就労と多様な「自立」支援策の必要性
─知的障害および精神障害をもつ人の本人調査をもとに─
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知的障害や精神障害をもちながら企業や作業所等で就労している人たち自身を対象とした調査をも
とに，その実態と「自立」のための多様な支援策の必要性を明らかにした。社会福祉サービスの対象
者に対して，就労を通して，福祉的援助から「自立」させていく政策動向が９０年代から国際的に展開
されてきた。「福祉から就労へ」あるいは「ウェルフェアーからワークフェアへ」の政策動向がそれで
ある。新自由主義的なこの政策動向が日本の障害を持つ人の「自立」のためにどの程度適合的なの
か，実際に就労している人の実態と意識をもとに検証を行った。その結果明らかになったことは，①
「就労を通した自立」が可能な障害を持つ人はごく一部に限られており，さまざまな支援策に「依存し
ながらの自立」という目標設定が必要であること，②「依存しながらの自立」する状態を維持するに
は，障害を持った人に適合的な就労の場の開拓，所得保障，日常生活支援，相談支援，コミュニケー
ション支援などの多面的な支援策が継続されなければならないこと，③日本で未確立な就労分野での
「依存的自立」にあたる「保護雇用」とジャンルの開拓が必要であることなどである。
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る。この政策はもともと，「受給者に対して制

裁を課すものではなく，労働市場のパフォーマ

ンスを向上させること」で目的を達成しようと

するものである。しかし，この政策も９０年代の

経済危機下での失業率の増加により，一定期間

が経過しても就労できない人が給付を受け続け

ることになり目的どおり機能しておらずプログ

ラムへの参加を義務づける要素が含まれるよう

に「変質」してきているなどと指摘されてい

る。また，失業保険受給者以外の，高齢，障害，

疾病，アルコールや薬物依存などの人にこのア

クティベーション政策が実施される中で，それ

らの人々が有する固有の複雑な問題への支援を

受けにくくなり，就労につなげる効果も機能し

なくなってきているとも報告されている１）。い

ずれも，対象者を労働力商品として市場に送り

出すことを目的としており新自由主義的な改革

と親和性が高いという共通の性格を有してい

る。

本稿では，まず障害者関係法における「自

立」と「就労」に関する位置づけの変遷をたど

り，研究者のあいだでの議論にもふれつつ自立

をめぐる意味内容の多義性を確認したい。さら

に，それを踏まえた上で，石倉が近年に取り組

んできた障害者関係の調査結果をもとに障害を

持つ人自身の就労の実態を明らかにし，自立支

援の現実的課題の多面的な性格を実証的に明ら

かにしたい。この問題の解明には法律論や政策

論レベルの議論にとどまるのではなく，まさに

障害を持った当事者の実態や意識を確認する作

業をくぐり抜けてこそ，「自立」のための実際

の課題を浮き彫りにし現行制度・施策の問題点

を鮮明にできると考えるからである。
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１．障害者福祉関係法規にみる「自立」と「就

労」支援

まず最初に，日本の障害者福祉関係法規にお

ける障害者の「自立」と「就労」については少

しづつ位置づけが変化してきていることを確認

したい。

１社会経済活動への参加＝「自立」と位置付け

重度障害者を除外

１９７０年の心身障害者対策基本法においては，

「自立への努力」としてまとめる第６条におい

て「心身障害者は，その有する能力を活用する

ことにより，進んで社会経済活動に参与するよ

う努めなければならない（下線は引用者，以下

同様）。…心身障害者の家庭にあっては，心身

障害者の自立の促進に努めなければならない」

と規定している。ここでは「社会経済活動への

参加」を自立と同義的に理解し，本人がそれに

むけて努力し，「家庭」においても自立促進に

努めるよう要請している。個人の自由意思の範

囲に介入している表現が，今日的には違和感を

よぶところである。むしろ，本人が自らの意思

で社会参加意欲を持ったときに，それを可能と

するような条件を整えることに行政の責任があ

るはずである。むしろ第１２条から第１５条におい

て国及び地方公共団体は教育，訪問指導，職業

指導，雇用の促進等を高じなければならないと

していることの具体化こそが重要なのである。

ところで，第１１条では「国及び地方公共団体

は，重度の心身障害があり，自立することの著

しく困難な心身障害者について，終生にわたり

必要な保護等を行うよう努めなければならな

い」としている。つまり重度障害者は自立の対



象からはずし「保護」の対象としその責任を国

と地方公共団体に課すとも言える規範構造にな

っている。

同法は１９９３年に障害者基本法として改訂され

るが，第１条で「障害者の自立と社会，経済，

文化その他あらゆる分野の活動への参加を促進

することを目的とする」と表現を変えただけ

で，第６条と第１１条はほぼそのまま踏襲されて

いる。

２自主性尊重・日常生活自立・就労支援・バリ

アフリー・経済的負担軽減の明確化

２００３年にはじまった障害者の「支援費制度」

をふまえて２００４年に改定された障害者対策基本

法第８条では，「障害者の福祉に関する施策を

講ずるに当たっては，障害者の自主性が十分に

尊重され，かつ，障害者が，可能な限り，地域

において自立した日常生活を営むことができる

よう配慮されなければならない」と障害者本人

の「自主性」の尊重が強調された。そして旧法

にあった，本人や家庭に「自立」に向かって努

力することを求めた第６条は削除された。「努

力」の要請が「自主性の尊重」という理念と矛

盾するためと判断されたのなら歓迎すべきこと

である。また「自立」の意味内容に，「自立した

日常生活」が明確にされ社会経済活動への参加

に限定していないことが注目できる。そして，

この日常生活自立を支援するための公的な責任

を次のように明確にしている。すなわち，第１２

条において「国及び地方公共団体は，障害者が

その年齢及び障害の状態に応じ，医療，介護，

生活支援その他自立のための適切な支援を受け

られるよう必要な施策を講じなければならな

い」としている。第１３条では「国及び地方公共

団体は，障害者の自立及び生活の安定に資する
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ため，年金，手当等の制度に関し必要な施策を

講じなければならない」とうたっている。ここ

では日常生活自立は自己責任で行うものではな

く公的な責任による支援を受けながらの「自

立」であることを明確にしている。

就労支援については，第１５条で「国及び地方

公共団体は，障害者の職業選択の自由を尊重し

つつ，障害者がその能力に応じて適切な職業に

従事することができるようにするため，その障

害の状態に配慮した職業相談，職業指導，職業

訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策を講

じなければならない」とした。本人の「職業選

択の自由」を尊重したうえで憲法第２７条に明記

された「勤労の権利」を障害者にも保障するた

めに国・地方公共団体が実施すべき支援課題の

実行責任を明確にしている。ただし，訓練等に

とどめず本人の選択に応じた就労を現実に保障

する責任までは明記していないという限界があ

る。

さらに，第１８条では「国及び地方公共団体

は，障害者の利用の便宜を図ることによって障

害者の自立及び社会参加を支援するため，自ら

設置する官公庁施設，交通施設その他の公共的

施設について，障害者が円滑に利用できるよう

な施設の構造及び設備の整備等の計画的推進を

図らなければならない」と公共施設のバリアフ

リー化を強調している。これは「自立した日常

生活」と就労をはじめとする「社会活動参加」

の前提条件の整備と位置付けることができる。

また，第２１条では「国及び地方公共団体は，

障害者及び障害者を扶養する者の経済的負担の

軽減を図り，又は障害者の自立の促進を図るた

め，税制上の措置，公共的施設の利用料等の減

免その他必要な施策を講じなければならない」

と経済的負担の軽減を強調している。いずれも



７０年法からの前進がみとめられる。

３日常生活の自立支援と社会生活における自立

支援の選択を迫る

２００６年１０月に施行された，障害者自立支援法

では，これまでの規範構造からの後退ないしは

変質がみとめられる。同法第２条では「市町村

はこの法律の実施に関し，次に掲げる責務を有

する」として「障害者が自ら選択した場所に居

住し，又は障害者若しくは障害児（以下「障害

者等」という）がその有する能力及び適性に応

じ，自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう，当該市町村の区域における障害

者等の生活の実態を把握した上で，公共職業安

定所との他の職業リハビリテーションの措置を

実施する機関，教育機関その他の関係機関との

緊密な連携を図りつつ，必要な自立支援給付及

び地域生活支援事業を総合的かつ計画的に行う

こと」を第一にあげている。ここでは「自立し

た日常生活又は社会生活」という表現にみられ

るように，「自立した日常生活」と自立した「社

会生活」とが「又は」という接続詞で結びつけ

られている。つまり日常生活支援と就労を含む

社会生活支援をうけることの二者択一を迫るよ

うな表現となっているのである。さらにまた，

「国は，市町村及び都道府県が行う自立支援給

付，地域生活支援事業その他この法律に基づく

業務が適正かつ円滑に行われるよう，市町村及

び都道府県に対する必要な助言，情報の提供そ

の他の援助を行わなければならない」として，

国の責任の位置づけが後方支援に退いている。

さらに，国民に対しては第３条において「すべ

ての国民は，その障害の有無にかかわらず，障

害者等がその有する能力及び適性に応じ，自立

した日常生活又は社会生活を営めるような地域
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社会の実現に協力するよう努めなければならな

い」と義務づけたのである。ここには明らかに

自立規範の後退もしくは変質が認められる。

４「自立」論の転回

日本の障害者法における「就労」と「自立」

の位置づけについて大まかな確認をおこなった

が，社会保障法研究のレベルにおいても，「自

立」の意味が歴史的に転回してきたことが確認

されている。

例えば，市民法の段階では，自立とは①「支

配の否定や介入の排除」，②「他者に依存しな

い」「生活個人責任」という意味で把握され，③

諸個人のレベルでそのような「自立」が「欠如」

している場合は，それを補うために「生活の基

礎単位としての家族」が存在しており，基本的

には行政の介入からの自立であった。そして，

家族への依存の条件がない場合は，「救貧法で

の劣等処遇原則を通じての自立の強制」にもと

づく就労がはかられた２）。

前節でみた，心身障害者対策基本法の段階の

「自立」は，社会経済活動へ参加して依存から

の自立を達成すると解している点で市民法段階

の自立理解を前提としている（independent）。

しかし，自立にむけた経済的支援や教育，職業

指導を行政の義務としている点が市民法段階か

ら前進している点である。また自立困難な人を

自立に向けてワークハウス等での強制を行うの

ではなく「保護」のための施策を講じるとして

いる点も市民法段階からの前進ではある。

２００４年の改定障害者基本法段階では，「障害

者の自主性」（autonomy）の尊重や，「日常生活

における自立」という概念を提起することで，

「経済的自立」とは区別される日常生活場面に

おける「身体的自立」や「精神的自立」の側面



に着目している。しかも「支援をうけながらの

自立」（依存的自立independentliving）を確認

した。これは，就労場面においても「支援を受

けながらの自立」の必要性の確認するものであ

った。さらに，自立の前提としてのバリアフリ

ーや経済的な負担軽減を重視した点でも，障害

者関係法において「自立」概念の深まりを示す

ものである。

ところが，２００６年の障害者自立支援法の段階

になるとに「自立」概念の把握に後退がみられ

る。「日常生活における自立」の支援か，「社会

生活」における自立の支援かのいずれかの選択

を当事者に迫る内容となっており，「依存をし

ながらの社会生活における自立」という選択を

保障する公的な努力を弱めたとも受け取れる規

程となっている。また，自立支援法では，受け

る支援が増えるほど自己負担も増え，しかも費

用負担減免の算定の基礎となる収入認定も本人

の収入ではなく家族の収入を基礎として家族依

存を暗黙の前提としており，「自立」とは矛盾

する。障害者自立支援法がそれ以前の障害者関

係法と比較してウエートが置かれているのは，

就労促進であり障害者の労働力商品化をめざす

施策である。

そこで，次に，障害者自立支援法で重点が置

かれた，就労促進の現場において，どのような

実態と支援課題があるのか，調査データにもと

づき障害を持つ人本人の目線から点検すること

にしたい。

先に触れたように，強制を伴わなわずに就労

支援を促進しようとしたスウェーデンのアクテ

ィベーション政策が，９０年代の失業率の増大の

中で変質し，さらには障害者等のハンディキャ

ップ層に実施した際にそれぞれのハンディキャ

ップに応じた支援がうけにくくなって行ったと
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いう指摘を紹介した。それに類似した問題が日

本でも生じていることが確認できる。もちろ

ん，スウェーデンではサムハルという国営の事

業所が障害者の就労の場として全国に配置さ

れ，しかも最低生活費の保障を実現するという

水準をいったんは達成している３）。今日のスウ

ェーデンはその到達段階からの後退であり，日

本はそのような段階には達していないという歴

史的経過の違いに留意は必要である。いずれに

せよ障害を持った人の支援は就労にむけて目標

を重点化できるものではなく本人の自主性を尊

重した多様な目標設定の可能性と多面的な支援

課題を総合的かつ地道に積み上げていくことこ

そが重要であることが浮かび上がってくるので

ある。

２．社会福祉施設・事業所での就労に伴う多様

な支援課題

まず，社会福祉施設での就労の実態を確認す

ることから始める。データは石倉が２００７年９月

から１０月かけて，大阪府内の障害者自立支援法

に関わる施設・事業所を対象に実施したアンケ

ート調査結果である４）。

大阪府下には身体障害，知的障害，精神障害

などを持つ人が工賃を伴う作業を行う施設・事

業所が多数ある。（表１），その中でも多いのは

身体障害者通所授産施設，知的障害者入所更生

施設，知的障害者通所更生施設，知的障害者通

所授産施設，精神障害者小規模授産施設等であ

る。これらの施設が一般就労につくことが困難

な人の就労の場となっている。しかし，そこに

はたらく人の月当たりの平均工賃は１万円未満

が最も多く，１万円以上２万未満を含むと大多

数がこれに含まれ，唯一身体障害者福祉工場が
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５万円以上となっている。大多数は，工賃が生

活を支える「賃金」としての性格を持つような

水準にはないことがわかる。

これらの施設・事業所で行っている作業は表

２に示したとおりで手作業で一定の熟練を要す

るものが多い。

表１ 障害を持つ人が工賃を伴う作業をおこなう施設・事業所と平均工賃

ひと月の平均工賃工賃を伴う作
業を行う施設

施設数施設の種類
無回答５万円

以上

４万円
～５万
円未満

３万円
～４万
円未満

２万円
～３万
円未満

１万円
～２万
円未満

１万円
未満％施設数

１１００.０１１内部障害者更生施設
１２１００.０３３身体障害者授産施設
１１３１００.０５５身体障害者通所授産施設

１１００.０１１身体障害者福祉工場
１１６.７１６身体障害者福祉センター
１１００.０１１身体障害者小規模授産施設

２８５５.６１０１８知的障害者更生施設（入所）
７７７.８７９知的障害者更生施設（通所）

１１５１６９５.８２３２４知的障害者授産施設（通所）
１１５１４.３１７知的障害者小規模授産施設

１１００.０１１精神障害者通所授産施設
３６１００.０９９精神障害者小規模授産施設

１１２.５１８知的障害児施設
１１３３.３２６居宅介護
１４５５.６５９その他

６１.２７１１１６回答施設総数

表２ 作業の種類（複数回答，７１事業所の内訳）
％度数作業の種類

３６.６２６縫製
７.０５木工
１６.９１２陶芸
１４.１１０工芸品
１４.１１０パン・ケーキ製造
１５.５１１クッキー
７.０５その他食品加工
４.２３花卉・園芸
１４.１１０農作業
８.５６日用品製造
１.４１炭焼き
８.５６喫茶・食堂
８.５６弁当・配食
５.６４物品・特産品販売
５.６４IT関連
２８.２２０リサイクル
１９.７１４清掃業務
１２.７９印刷
３６.６２６箱詰め・袋詰め
３２.４２３組立加工
２.８２芸能・興行
３３.８２４その他

表３ 就労支援を行っていく上での問題点や課題
％度数問題点や課題

７８.９５６障害に応じた仕事の場や作業分野の開
拓や確保

４６.５３３商品開発
６９.０４９販路の確保・拡大
２５.４１８作業による二次障害の予防や健康保持
２５.４１８作業に追われないゆとりのある作業
１４.１１０障害に応じた労働時間の短縮や確保
２８.２２０休日・帰宅後の余暇時間の充実
７３.２５２工賃の引き上げ
４２.３３０工賃と障害年金で生活できるようにする
３１.０２２専門職員の確保・増員
１.４１その他

１００.０７１全体



施設・事業所が就労支援を行っていく上での

課題と認識していることで比率が高いのは（表

３），「障害に応じた仕事の場や作業分野の確

保」（７８.９％）と「工賃の引き上げ」（７３.２％），

「販路の確保・拡大」（６９.０％），「商品開発」

（４６.５％），「工賃と障害年金で生活できるよう

にする」（４２.３％）などである。

このように，障害を持つ人の就労支援は，単

にはたらく場を提供するだけで完結するのでは

ないことを現場の職員は認識している。はたら

く人が障害を持っているということを考慮した

仕事の提供や健康管理や余暇時間の充実という

支援だけではなく，商品開発や販路拡大など一

般企業と同様の努力も求められる。また工賃だ

けでは経済的な自立の実態にはほど遠く，工賃

の引き上げもしくは，年金による生活費の補填

が必要なことが明白である。このように，福祉

的就労の現場では，多様な支援課題が存在して

いる。しかしそれらの多くが未解決のままで多

くが施設関係者の努力に任せられてしまってい

るというというのが現状である。工賃と最低賃

金とのギャップを公的責任で保障する施策が必

要である。現状では施設関係者や施設に協力的

な企業の自発的な協力に依存している。
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３．知的障害をもつ人の就労の実態と支援課題

次に，知的障害を持つ人の就労の実態と支援

課題をみるために，石倉が２００５年８月から９月

の期間に広島県廿日市市と近隣の市町に居住す

る知的障害を持つ人本人と家族を対象に実施し

た調査のデータを紹介する５）。

まず，回答した就学期を過ぎた知的障害を持

つ人が平日通っているところをみる。表４によ

ると，就労活動を行う知的障害者授産施設がも

っとも比率が高く，次いで知的障害者更生施設

の比率が高い。一般就労の人も比率は高くはな

いがある。このほかデイサービスセンターに通

っている人もある。ただし更生施設やデイサー

ビスに通う人は就労による収入はない（表６）。

１経済的自立の条件として年金による補填の必要

就労が知的障害を持つ人の経済的自立にどの

程度役だっているのかをみた。一般就労につい

ている人は，本人の生活費に自分の収入をあて

ていると答えた人は６０％あるが，家族の収入に

依存している人も６０％ある（表５）。一般就労

をしている人の本人の収入源をみると（表６），

勤務先の収入以外に障害年金があるという人が

表４ 就学期を過ぎた人が平日通っているところ（複数回答）

どこにも通っ
ていない％

デイサービス
センター％

更生施設
％

無認可作業所
％

授産施設
％

一般就労
％回答人数年齢

０.０２５.００.００.０７５.００.０４１８未満
０.０３.８１５.４０.０８０.８０.０２６１９～２４歳
０.０２.８２０.８２.８６８.１５.６７２２５～３４歳
４.３０.０３０.４０.０６０.９４.３２３３５～４４歳
０.０１６.７０.００.０８３.３０.０６４５～５４歳
０.００.００.００.０１００.００.０９５５～６４歳
０.００.００.００.０１００.００.０３６５歳以上
０.７３.５１８.２１.４７２.７３.５１４３合計



８０％あり，一般就労についている人もその収入

だけでは生活費をまかなうことができず年金で

補っている人が大半であることが分かる。

授産施設に通っている人は，本人の作業所の

給料と障害年金が本人の主たる収入源であるが

（表６），生活費は同居家族の収入に依存する人

が多数である。このように，現状では，知的障

害がある人の場合，一般就労をしている人を含

め授産施設で働く人も就労による収入によって

経済的に自立的できる状況ではなく，障害年金

による補填が不可欠であり，それでも足りない

部分を同居家族の収入に依存していることを示

している。この同居家族の収入により補ってい

る部分が年金もしくは給料によってカバーされ

ることがないかぎり知的障害持つ人の「経済的

自立」はないと言えよう。

更生施設やデイサービスに通っている人は就

労を通した収入はなく，これらの場所は，障害

を持つ人に就労による所得を保障する場ではな

く，日中の活動を保障する場であり，ここに通

う人の「経済的自立」は障害年金によって保障

されなければならない。
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２社会参加と精神的自立および家族関係の改善

就学期を過ぎた人にとっては，上にみたよう

な日中活動の場は，就労を通した「経済的な自

立」を保障する場とはなっていないが，多面的

な積極的機能を果たしていることを確認するこ

とは重要である。それらの場で日中活動を行う

ことによる生活上の変化をたずねてみた（表

７）。一般就労の人は，「体調が良くなった」

「友達関係が良くなった」「家族との関係が良く

なった」と答えた人の比率が高い。授産施設を

利用している人は，「生活リズムがよくなった」

「心の常態が良くなった」「友達関係が良くなっ

た」「家族との関係がよくなった」と回答した

人の比率が高い。デイサービス利用者は「心の

状態が良くなった」と回答した人の比率が高く

なっている。更生施設利用者は無回答が多いの

で判断ができないが，いずれの人も本人の社会

的関係の維持や心身の安定に役立っていること

が確認できる。

日中活動の場は家族にとっても良好な変化を

生み出していることは家族調査から確認できる

（表８）。一般就労に行っている人の家族は「自

表５ 本人の生活費はどこから出ているか（本人回答，複数回答）

その他％遺産％同居家族の収入％配偶者の収入％自分の収入％回答人数
０.０２０.０６０.００.０６０.０５一般就労
１.９０.０６７.３１.０４７.１１０４授産施設
０.００.０１００.００.０５０.０２無認可作業所
０.０３.８２６.９０.０３.８２６更生施設
０.００.０６０.００.００.０５デイサービス

表６ 本人の収入源（本人回答，複数回答）
その他
％

貯金
％

家族の仕送
り％

利子株式配
当％

生活保護
％

遺族年金
％

老齢年金
％

障害年金・
手当％

作業所の給
料％

勤務先の収
入％

回答
人数

０.００.００.００.００.００.００.０８０.００.０１００.０５一般就労

１.０５.８１.９１.０１.９１.０１.０７４.０６６.３１.０１０４授産施設

０.００.００.００.００.００.００.０１００.０１００.００.０２無認可作業所

０.００.００.００.００.００.００.０３０.８０.００.０２６更生施設

０.００.０２０.００.００.００.００.０６０.００.００.０５デイサービス
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表７ 日中活動による本人の変化（本人の回答）
デイサービス更生施設無認可作業所授産施設一般就労

５２６２１０４５回答人数回答人数
０.０１５.４０.０４６.２２０.０良くなった％

生活リズム
６０.０１９.２１００.０４１.３８０.０変わらない％
０.０３.８０.０１.９０.０悪くなった％
４０.０６１.５０.０１０.６０.０無回答％
０.０１１.５０.０３０.８４０.０良くなった％

体調面
６０.０２３.１１００.０５５.８６０.０変わらない％
０.００.００.０１.００.０悪くなった％
４０.０６５.４０.０１２.５０.０無回答％
４０.０１９.２５０.０５１.９２０.０良くなった％

心の状態
２０.０１５.４５０.０３１.７８０.０変わらない％
０.００.００.０３.８０.０悪くなった％
４０.０６５.４０.０１２.５０.０無回答％
２０.０１９.２５０.０４９.０４０.０良くなった％

友達関係
４０.０１１.５５０.０３６.５６０.０変わらない％
０.００.００.０１.９０.０悪くなった％
４０.０６９.２０.０１２.５０.０無回答％
２０.０１５.４５０.０５８.７４０.０良くなった％

家族との関係
４０.０１５.４５０.０２４.０６０.０変わらない％
０.０３.８０.０２.９０.０悪くなった％
４０.０６５.４０.０１４.４０.０無回答％

表８ 日中活動による家族の変化（家族の回答）
デイサービス更生施設無認可作業所授産施設一般就労

５２６２１０４５回答人数
１００.０５７.７０.０４７.１８０.０自分の時間がもてるようになった％
６０.０６１.５１００.０４５.２６０.０気分のゆとりができた％
０.０１９.２０.０１３.５０.０仕事に出られるようになった％
６０.０７.７０.０１８.３２０.０いらいらすることが少なくなった％
６０.０３４.６０.０２２.１２０.０家のことができるようになった％
４０.０２３.１０.０１６.３４０.０本人との関係がよくなった％
２０.０７.７０.０５.８２０.０家族関係が良くなった％
４０.０７.７０.０４.８２０.０家族の会話が多くなり明るくなった％
２０.０７.７０.０１.００.０近所や地域との関係が良くなった％
４０.０１５.４５０.０２７.９４０.０相談できる職員・施設ができた％
２０.０１１.５０.０７.７０.０健康になった％
２０.０２６.９０.０２５.０２０.０家族の生活リズムができた％
２０.０１１.５０.０９.６２０.０経済的負担が増えた％
６０.００.０５０.０１７.３０.０送迎の負担が増えた％
４０.０１１.５５０.０６.７０.０出かける前の準備や世話が大変％
２０.０３.８５０.０１３.５０.０作業所を支える活動への参加が負担％
０.００.００.０２.９２０.０本人のストレスが増え精神的に不安定％
０.００.００.０２.９０.０本人のストレスが増え家族関係が悪化％



分の時間がもてるようになった」「気分のゆと

りができた」「本人との関係が良くなった」「相

談できる職員・施設ができた」などの肯定的な

回答の比率が高い。授産施設を利用している人

の家族は，「自分の時間がもてるようになった」

「気分のゆとりができた」と答える人の比率が

高い。更生施設利用者の家族も「自分の時間が

もてるようになった」「気分のゆとりができた」

や「家のことができるようになった」と回答す

る比率が高くなっている。デイサービス利用者

の家族は，それら三つの項目の他に，「いらい

らすることが少なくなった」「本人との関係が

よくなった」「家族の会話が多くなり明るくな

った」「相談できる職員・施設ができた」など

の肯定的な回答の比率が高いが，その一方で，

「送迎の負担が増えた」「出かける前の準備や世

話が大変」という比率も高い。しかし総じて本

人達の日中活動の場は家族生活時間の保障や相

談先となることで精神的負担を軽減し，家族関

係改善に役立っていることがわかる。

３就労している人にも必要な日常生活支援

知的障害を持つ人は，授産施設で働く人はも

ちろんのこと，一般就労をしている人も多様な

日常生活支援の課題を有している（表９）。日

常生活に関わる項目で「自分でしている」と答

えられた項目をみると，一般就労している人は

食事や入浴や排泄やバス・電車での移動は自分
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でできている比率が高い。食事を作ることや，

部屋の掃除，洗濯は「自分でしている」と答え

た比率は半数以下の４０％である。お金の管理や

通院は「自分でしている」がぞれぞれ８０％，

６０％と半数を超えるが，自分以外の人に支援し

てもらっている人が少なからずあることも示し

ている。授産施設に通っている人は，食事を食

べることや，入浴，排泄を「自分でしている」

人は多数であるが，支援を受ける必要のある人

も少なからずある。食事をつくること，部屋の

掃除，洗濯，バスや電車での移動，お金の管理，

通院においては支援を要する人が多数である。

更生施設やデイサービスの利用者はほとんどの

日常生活場面で支援を要する人が多数となって

いる。

４コミュニケーション支援の必要性

様々な場所で他者と関わって日中活動に参加

し社会生活を送っている知的障害を持つ人は，

コミュニケーション活動において一定の不自由

さを有している。これらの人の家族との主なコ

ミュニケーション手段が何かを本人ではなく家

族に確認した（表１０）。つまり身近な家族との

コミュニケーションにおいて使われている手段

をたずねてみたわけである。一般就労をしてい

る人は，全員が「話し言葉」が主たるコミュニ

ケーション手段となっている。授産施設に通っ

ている人は，「話し言葉」が主なコミュニケー

表９ 日常生活項目で「自分でしている」と応えた人の比率（本人回答，単位：％）
通院（通院せ
ずを含む）％

お金の管理
％

車の運転
％

バスや電車
での移動％

洗濯
％

部屋の掃除
％

排泄
％

入浴
％

食事を食べ
ること％

食事を作る
こと％

回答
人数

６０.０８０.００.０１００.０４０.０４０.０１００.０１００.０１００.０２０.０５一般就労

３０.８１１.５４.８２９.８２３.１２３.１６４.４５９.６７５.０６.７１０４授産施設

５０.０５０.００.０５０.００.０５０.０１００.０５０.０５０.００.０２無認可作業所

１１.５３.８０.０７.７０.０３.８１９.２１５.４２６.９０.０２６更生施設

２０.００.００.００.００.００.０２０.０２０.０２０.００.０５デイサービス



ション手段である人がほぼ６０％で，「表情や視

線・身振り」で家族とコミュニケーションをと

っているという人が２６.９％となっている。無認

可作業所や更生施設やデイサービスの利用者

は，「話し言葉」と「表情や視線・身振り」がほ

ぼ半々で，デイサービス利用者は「表情や視

線・身振り」を家族との主たるコミュニケーシ

ョン手段となっている人が８０％となっている。

家族との間にとどまらず自分の意志が伝えら

れず困ったことがあるかと本人にたずねると

（表１１），話し言葉が家族とのコミュニケーショ

ン手段となっていた一般就労の人でも，「自分

の意志が伝えられず困ったことがある」人が

障害者の就労と多様な「自立」支援策の必要性（石倉康次） 51

４０％にのぼっている。

意志が伝えられず困ったときはどうするかと

の問に対しては（表１２），一般就労している人

は４０％の人が「じっと我慢する」と答えてい

る。授産施設に通っている人は，「大声を上げ

てしまう」「じっと我慢する」「あきらめる」と

答えた人がそれぞれ２０～３０％ある。

以上みてきたように，知的障害を持って就労

などの日中活動に参加している人にとっては，

就労の支援だけではなく日常生活支援も必要と

しているのは明らかであり，さらにはコミュニ

ケーション支援も重要な支援項目であり，本人

の意志を尊重するためには不可欠な支援課題と

表１１ 自分の意志が伝えられず困ったことがあるか（本人回答，単位：％）

無回答％ない％ある％回答人数

０.０６０.０４０.０５一般就労

１１.５２３.１６５.４１０４授産施設

５０.００.０５０.０２無認可作業所

８０.８３.８１５.４２６更生施設

４０.００.０６０.０５デイサービス

表１０ 主なコミュニケーション手段（家族の回答，単位：％）

無回答％
実物・写真・絵・
シンボル％

手話やサイン
％

表情・視線・
身振り％

書き言葉
（文字）％

話し言葉％回答人数

０.００.００.００.００.０１００.０５一般就労

５.８２.９１.９２６.９２.９５９.６１０４授産施設

０.００.００.０５０.００.０５０.０２無認可作業所

０.００.０３.８５０.００.０４６.２２６更生施設

０.００.００.０８０.００.０２０.０５デイサービス

表１２ 意志が伝えられず困ったときはどうするか（本人回答，複数回答，単位：％）

その他
％

特に気にし
ない％

あきらめる
％

専門家に相
談する％

近くにいる
人に助けて
もらう％

頼りになる
人に相談％

繰り返し相
手と話する

％

大声を上げ
てしまう％

イライラし
て泣いてし
まう％

じっと我慢
する％

回答
人数

０.００.００.００.００.００.００.００.００.０４０.０５一般就労

７.７６.７２２.１２.９１２.５５.８６.７３０.８１７.３２８.８１０４授産施設

０.００.００.００.００.００.００.０５０.０５０.０５０.０２無認可作業所

０.００.０７.７０.００.００.００.０１５.４１１.５３.８２６更生施設

０.００.０２０.００.０２０.０２０.０４０.０２０.０２０.００.０５デイサービス



なってきている。知的障害を持つ人は，これら

の多様な支援を受けながら自立することをめざ

している存在であることが確認できる。

４．精神障害者の就労実態と支援課題

精神に障害を持つ人の就労支援等の課題は，

知的障害をもつ人のそれと共通な面も多いが固

有の側面もある。石倉が高林秀明や「福祉を守

る市民会議・広島」と共同で広島市において

２００４年２月から３月にかけ，１９歳以上の精神障

害を持つ人本人と家族を対象に実施した調査の

データにもとづき検討する６）。

１精神障害者の多くは過去に就労経験を有する

この調査に協力してくれた地域に居住する１９

歳以上の精神に障害を持つは現在精神障害を持

つ人の作業所で働く人が多い。これらの人は作

業所以外の会社や事業所で働いた「経験があ

る」人が何れの年齢層でも高い比率を占めてい

る。１９歳から２４歳の若い世代では働いた「経験

がない」と回答する人が４０％でかなりあるが，

それでも働いた経験のある人は６０％と多数であ

る。２５歳以上はほとんどの人が働いた経験があ

る。あとでみるように，いったん就職した後に

精神的なトラブルや障害を発症して，会社や事

業所を退職することになった人が多数となって
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いる。このことが精神に障害をもつ人が知的障

害を持つ人とは異なる点でもある。かつて会社

や事業所で働いていたのに，精神の障害によっ

て就労が続けられなくなるという挫折感や落胆

と自らに向けられる周囲のまなざしの変化を味

わった経験を有している人が多い。これはその

人の「今」を理解する上で踏まえておくべき大

切な事柄でもある。

かつてどうであったかではなく，今の時点で

普段通っているところをみると（表１４），一番

多いのが障害者共同作業所で６７.０％，次いで地

域生活支援センターが２２.３％，通所授産施設が

１５.９％，病院のデイケアが１７.０％，会社に通っ

ている人は４.９％となっている。年齢別ではど

の年齢層もほぼ同様の傾向を示しているが，１９

歳～２４歳の人は共同作業所と病院のデイケア，

保健センターの社会復帰クラブに集中してお

り，６５歳以上では通所授産施設と病院のデイケ

表１３ 作業所以外で働いた経験の有無（本人回答）
無回答％ない％ある％回答人数年齢

０.０４０.０６０.０１０１９～２４歳

０.０１４.３８５.７７０２５～３４歳

２.７８.２８９.０７３３５～４４歳

１.４５.８９２.８６９４５～５４歳

０.００.０１００.０３６５５～６４歳

０.００.０１００.０６６５歳以上

１.１９.１８９.８２６４合計

表１４ 普段通っているところ（本人回答，複数回答）
家にいる

％
学校
％

社会福祉協議会の
ソーシャルクラブ％

保健センターの社
会復帰クラブ％

病院のデイケ
ア％

地域生活支援
センター％

通所授産（更
生）施設％

共同作業所
％

会社
％

回答
人数

年齢

０.００.００.０１０.０２０.００.００.０９０.０１０.０１０１９～２４歳

１.４２.９４.３２.９１０.０２１.４１５.７７４.３５.７７０２５～３４歳

１.４１.４２.７８.２１６.４２８.８１９.２５８.９５.５７３３５～４４歳

２.９０.０５.８４.３１５.９２３.２１５.９６５.２２.９６９４５～５４歳

０.００.０８.３８.３２７.８１９.４８.３７５.０５.６３６５５～６４歳

０.００.００.００.０５０.００.０５０.０１６.７０.０６６５歳以上

１.５１.１４.５５.７１７.０２２.３１５.９６７.０４.９２６４合計



アに通う人の比率が高いという特徴がみられ

る。

２会社や事業所の働く人の労働時間が短いのは

本人にとっては不本意

「普段通っているところ」で就労の場といえ

るのは，会社，共同作業所，通所授産施設であ

る。このうち会社や事業所で働いている人は回

答者の４.９％と少ない。その内訳をみると（表

１５），パート・アルバイトが男性の９０.９％，女性

の８０％でその身分は不安定就労の実態にあるこ

とがわかる。また比率が高いとは言えないが自

営業が精神を持つ人の働く場となっていること

は注目に値する。

会社・事業所で働いている人の労働時間をみ

ると（表１６），２～４時間と答えた人が５０％で

あり，６～８時間という人は１２.５％と少なく１

日の労働時間は８時間より少ない人がほとんど

である。

また，１週間の労働日数をみると（表１７），２
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～３日の人が３７.５％で，３～４日間の人が

１２.５％両者を合わせると５０％になる。５日間の

人は１８.８％となっている。このように１日の労

働時間だけでなく１週間の労働日数も比較的少

ない人が多い。これは，本人の障害にあわせて

無理をしないという面もあるが，パート・アル

バイト職という地位に規定されている面もある

と思われる。しかし働き方をたずねると（表

１８），「調子がいいときだけ働く」と回答する率

は６.３％と低く，困りごとで（表１９）「労働時間

が長い」（１２.５％）とか「休みが少ない」（６.３％）

をあげている人は少ないところから判断すれ

ば，労働時間や週あたりの働く日数が少ないの

は，障害のために本人が働き方を調整している

のではなく，むしろ，働く意欲はあるのに仕事

の形態がパート・アルバイトという形態の仕事

しかないために労働時間が少なくなっていると

いうのが実情だと思われる。

作業内容は体を動かす労働や手作業で，室内

作業という形態が多い。

表１５ 会社・事業所で働く人（本人回答）

自営業％パート・アルバイト％回答人数

９.１９０.９１１男性

２０.０８０.０５女性

表１６ 会社・事業所で働く人の１日の労働時間（本人回答）

合計２時間以下２～４時間
４～６時間
まで

６～８時間８時間以上

１６２８３２１回答人数

１００.０１２.５５０.０１８.８１２.５６.３％

表１７ 会社・事業所で働く人の１週間働時間（本人回答）

合計その他２～３日３～４日間５日間６日間

１６１６２３４回答人数

１００.０６.３３７.５１２.５１８.８２５％



３会社・事業所で働く人の仕事上での困りごと

は多面的

会社・事業所で働いている人にとっては，障

害をもちながら働いている制約と，パート・ア

ルバイトを中心とした仕事しか見つからず，そ

のために収入も多くはないという制約のもとに

置かれている。このような複合的な制約は仕事

面での困りごとの多面性にもあらわれている

（表１９）。「給料が低い」（５６.３％）ことをあげる

人の比率が最も高く，ついで「人間関係がうま

くいかない」（４３.８％），「相談できる人がいな

い」（３７.３％）をあげる人も多い。その他に「仕

事の責任が重い」（２５％），「身分が不安定」

（２５％），「体の調子が悪い」（２５％）という項目

の比率が高くなっている。

４会社で働いている人の半数は経済的にも家族

に依存せざるを得ない

会社で働いている１３人は，生活基盤にかかわ

る「あなたの収入源は何ですか」という問に対

して，「自分の仕事による収入」をあげている
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人は１００％である。しかしそれ以外に，「作業所

の工賃」６１.５％（一般就労と作業所での就労の

二重労働の実態がある！！）や「障害基礎年

金」５３.８％をあげている人が半数をこえてい

る。これは，会社での収入が本人の生活のため

には「作業所の工賃」や「障害基礎年金」で補

っている人が多いことを示している。しかし，

それ以外に会社で働いている人でも「家族の年

金」５３.８％や「同居家族の仕事による収入」

３８.５％をあげる人が多数に上っていることは，

家族から経済的に自立した生活ができていない

ことを示してもいる（表２０）。本人以外の「家

族の年金」や「同居家族の仕事による収入」に

よってまかなっている部分を障害年金もしくは

仕事の収入で補填できるようにしないと，「経

済的に自立」した状態とは言えず家族への依存

を脱し得ないのは明らかである。

表１８ 会社・事業所で働く人の働き方
（本人回答，複数回答）

１６回答人数

９３.８身体を動かす％

３７.５手作業％

１８.８事務作業％

４３.８一人でする％

３１.３色んな人と一緒にする％

７５.０室内で働く％

２５.０屋外で働く％

１８.８こまめに休憩しながら働く％

２５.０職場の人と相談しながら働く％

１２.５話しながら楽しく働く％

６.３調子がいいときだけ働く％

表１９ 会社・事業所で働く人の仕事面で困りごと
（本人回答，複数回答）

１６回答人数

４３.８人間関係がうまくいかない％

３７.５相談できる人がいない％

１８.８仕事がむずかしい％

１２.５仕事が簡単すぎる％

２５.０体の調子が悪い％

１８.８仕事に集中できない％

１８.８設備等の環境が悪い％

１８.８やめたいと思っている％

２５.０仕事の責任が重い％

５６.３給料が低い％

２５.０身分が不安定％

１２.５労働時間が長い％

６.３休みが少ない％

１２.５その他％

６.３無回答％



５作業所で働く人の労働時間の長さには心身の

状態が影響している

次に，会社や事業所で一般就労についている

人ではなく，作業所に通う人の実態をみる（表

２１）。まず，作業所に通う人の１週間の労働日

数は，５日という人が４５.８％と半数に近いが，

３～４日という人も２９.９％ある。会社・事業所

で働く人の場合ではパート職しかないことが多

いことが労働日の少なさに強く影響していた。

作業所の場合は，そのような制約はないので，

作業所で働く人の週労働日数が少ないのは，心

身の具合や作業所で働く環境の心身への影響が

関わる部分が多いと思われる。

働き方では（表２２），「室内で働く」「手作業」

だと回答する人が多いのは会社や事業所に働く

人と同様の傾向であるが，「色んな人と一緒に

する」仕事が多く，「こまめに休憩しながら」

「話しながら楽しく働く」という人が多い点が

作業所での働き方の特徴となっている。

６作業所で働く人の経済的自立のために工賃や

障害基礎年金の引き上げが必要

作業所に通う人の生活のための収入源をみる

と（表２１），「作業所の工賃」をあげる人は
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４０.７％にとどまり，「障害基礎年金」をあげる人

はこれよりも多い５３.１％である。「同居家族の

仕事による収入」をあげた人は４０.７％，「家族の

年金」をあげ人は３２.２％となっている。「作業

所の工賃」を収入源として意識している人が

４０％にとどまっている事実は，現状での作業所

の工賃は「経済的自立」の基盤として本人が意

識するほど大きな比重を占める金額ではないと

表２１ 作業所に通う人の１週間の労働日数（本人回答）

合計無回答その他半日～１日２～３日３～４日５日６日間

１７７１３１４２０５３８１５回答人数

１００.００.６１.７７.９１１.３２９.９４５.８２.８％

表２０ 就労している人の収入源（本人回答，複数回答）

その他
％

仕送り
％

利子
％

地代・
家賃％

預貯金
の取り
崩し％

被爆者
手当％

児童手当・
児童扶養手
当・特別障
害者手当％

生活保
護％

家族の
年金％

障害厚生
（共済）年
金％

障害基
礎年金
％

同居家族
の仕事に
よる収入

％

作業所
の工賃
％

自分の仕
事による
収入％

合計

０.００.００.００.０１５.４０.００.０７.７５３.８２３.１５３.８３８.５６１.５１００.０１３会社

５.１１.１１.７６.８８.５４.５１.１１５.８３２.２１６.９５３.１４０.７４８.０６.２１１共同作業所

４.８７.１２.４２.４１１.９０.００.０１１.９３１.０２１.４５０.０２８.６２.４６９.０２９
通所授産
（更生）施設

表２２ 作業所に通う人の働き方（本人回答，複数回答）

１７７回答人数

３５.６身体を動かす％

８３.６手作業％

３.４事務作業％

１１.３一人でする％

７２.９色んな人と一緒にする％

７９.１室内で働く％

１６.９屋外で働く％

５８.２こまめに休憩しながら働く％

４６.９職場の人と相談しながら働く％

５９.９話しながら楽しく働く％

３１.６調子がいいときだけ働く％

７.３作業はせずくつろぐことが多い％

６.８その他％

０.６無回答％



いう現状を示している。作業所に通う人の仕事

面での困りごとでは（表２３）「給料がひくい」と

答えた人が５６.５％と他の項目から突出している

ことからみて，本人たちはこのような現状を肯

定しているわけではないことは明らかである。

「同居家族の収入」や「家族の年金」に依存する

必要がなくなるくらいに，給料や障害基礎年金

の引き上げが必要である。

７精神障害を持つ人にとって共同作業所がもつ

多様な機能

精神に障害を持つ人にとって作業所に通う目

的は必ずしも収入を得るためではない（表２４）。

「生活リズムを整える」（６８.９％）と「人と交流

できる」（６８.９％）ことを目的としている比率が

最も高い。ついで「相談でき頼れる職員がい
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る」（５７.６％），「友達がいる・できる」（５３.７％）

「昼間行くところがほしい」（４８.０％）などの比

率が高い。就労それ自体より就労以外の目的が

上位に来ている。これに対して，「作業所で仕

事をするため」と答えた人は５０.８％，「収入を得

るため」は４６.３％，「就職に向けての準備」は

４０.７％と相対的に低い。

作業所が多様な機能を担っていることは，日

中活動によって，生活上にどのような変化があ

ったかをたずねる問の回答をみても確認できる

（表２５）。会社で働いている人は「自分でやる意

欲が出てきた」「趣味や楽しみがもてるように

なった」や「将来の希望が出てきた」というよ

うな，社会参加や精神的自立につながる回答の

比率が高いのに対して。作業所に通う人の場合

は「生活リズムが整ってきた」「障害者や病気

が安定してきた」などの病気とつきあいながら

の自立かかわる変化をあげる人の比率が相対的

に高くなっている。

表２３ 作業所に通う人の仕事面での困りごと
（本人回答，複数回答）

１７７回答者数

２１.５人間関係がうまくいかない％

７.９相談できる人がいない％

９.６仕事がむずかしい％

１８.１仕事が簡単すぎる％

２０.９体の調子が悪い％

１０.７仕事に集中できない％

９.６設備等の環境が悪い％

６.８やめたいと思っている％

０.０仕事の責任が重い％

５６.５給料が低い％

０.０身分が不安定％

０.０労働時間が長い％

０.０休みが少ない％

１０.２その他％

１４.１とくになし％

３.４無回答％

表２４ 作業所に通う目的（本人回答，複数回答）

１７７回答人数

６８.９生活リズムをととのえる％

４５.８日常生活がうまくできるよう％

４６.３収入を得るため％

４０.７就職に向けての準備％

５０.８作業所で仕事をするため％

４８.０昼間行くところがほしい％

６８.９人と交流できる％

５７.６相談でき頼れる職員がいる％

５３.７友達がいる・できる％

３３.３趣味や楽しみをもちたい％

１１.３その他％



８作業所で働いている人の就労希望と支援課題

の多様性

注意しないといけないのは，現在作業所で働

いている人すべてが一般企業で働きたいと思っ

ているのではないという点である（表２６）。作

業所で働く人１７７人のうち「一般企業で働きた

い」との希望をもっている人は１０９人で６１.６％

であある。「正社員で働く」ことを希望してい

るのはさらにその半分になる。「正社員で働き

たい」という人，「パートやアルバイトで働き

たい」という人と，「作業所」や「授産施設」で
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働きたいという人は，ほぼ同じ比率になってい

る。

現在作業所で働いている人の就労希望理由は

希望する就労形態によって少し異なっている。

正社員での就労を希望する人は「社会的に認め

られたい」「親から自立して生活したい」とい

う理由を挙げる人の比率が高い。パート・アル

バイトでの一般就労を希望する人は，「給料が

いいから」とか「自分を成長させたいから」や

「親が安心するから」という理由を挙げる人の

比率が高い。これに対し，これからも引き続い

表２５ 日中活動による生活の変化（本人回答，複数回答）

通 所 授 産
（更生）施設

共同作業所会社

４２１７７１３回答人数

４.８２.８０.０とくにない％

６１.９６８.９３８.５生活のリズムが整ってきた％

６１.９７１.８７６.９友達や仲間ができた％

３１.０３８.４２３.１健康になってきた％

３８.１４８.６３８.５障害や病気が安定してきた％

５０.０４０.１４６.２自分でやる意欲がでてきた％

４７.６５７.１３８.５外に出る機会が増えた％

３８.１４５.８４６.２家族が安心した％

３１.０３５.０４６.２趣味や楽しみがもてるようになった％

３５.７２２.６３０.８買物外出家事を自分でできるようになった％

５７.１６２.１６１.５頼りになる職員と会えた％

５７.１５４.２６１.５相談する相手ができた％

５０.０５３.１５３.８自分の居場所ができた％

３３.３３３.３３０.８地域の人や他人と交流できるようになった％

３１.０１９.８４６.２将来の希望が出てきた％

７.１２.８７.７障害や病気が悪化した％

７.１９.６７.７病気の面で不安が大きくなった％

１９.０７.９７.７経済面や生活面の不安が大きくなった％

２.４１.７０.０家族との関係が悪くなった％

７.１６.８１５.４その他％

２.４０.００.０無回答％



て「作業所で働きたい」と希望する人の場合は

「今の体調にあっているから」「自分を成長させ

たいから」「友達ができるから」という理由を

あげる人の比率が高くなっている。このように

作業所で就労している人の将来の就労希望理由

はそれぞれの人によって多様である。作業所で

の就労支援はこれらの多様な希望にそくした対

応が求められる。

以上のことを考慮すれば作業所は就労による

経済的自立をめざして準備する場として一括り

にするのは適切ではなくで，他者に依存しなが

らそれぞれ固有の目的におうじて社会参加を

し，自分の可能性を追求し生活を楽しむ場とし

ての機能も大きいことがわかる。
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９食事作りや整理清掃や行政や公共施設利用な

どの日常生活支援の必要

知的障害をもって就労する人に日常生活支援

が必要であったように，精神に障害を持つ人に

とっても同様のことが言える。日常生活項目で

「自分でしている」と答えた人の比率をみると

（表２７），会社で働いている人も作業所で就労し

ている人も授産施設に通所する人も，共通し

て，「食事を作ること」「部屋や身の回りの整理

掃除」「行政や公共施設の利用」などについて

は「自分でしている」と答えた人の比率が相対

的に低い。また「買い物」や「金銭の管理」に

ついても自分でしていない人が少なからずあ

る。精神に障害を持つ人にとって必要な生活支

援課題がそこにあることを示している。

表２６ 作業所に通う人の就労希望とその理由（本人回答，複数回答）

授産施設で
働きたい

作業所で
働きたい

一般企業で働きたい

パート
アルバイト

正職員

４４２５８５８１０９回答人数

５０.０１４.３４４.８５０.０４８.６親から自立して生活したい％

５０.０２１.４４４.８６０.３５３.２社会的に認められたい％

０.０４.８５５.２５３.４５４.１給料がいいから％

２５.０３１.０４８.３４６.６４７.７親が安心するから％

７５.０５０.０５５.２５３.４５３.２自分を成長させたいから％

０.００.０１５.５２７.６２２.９結婚できるから％

２５.０４５.２２９.３３１.０２８.４友達ができると思うから％

５０.０６１.９１５.５１２.１１３.８今の体調に合っているから％

２５.０１４.３１７.２１３.８１３.８その他％

表２７ 日常生活項目で「自分でしている」と答えた人の比率（本人回答，複数回答）
医者にかかった
り相談する％

金銭の管
理％

バス・電車
の利用％

行政や公共施
設の利用％

買い物
％

通院
％

服薬
％

洗顔入浴など
清潔に保つ％

部屋や身の回り
の整理掃除％

食事を作
ること％

回答
人数

９２.３７６.９９２.３５３.８７６.９１００.０１００.０９２.３４６.２２３.１１３会社

８０.２６７.８９３.８６１.６７３.４８１.９９４.４９５.５５６.５２７.１１７７共同作業所

８８.１７３.８９５.２６４.３６４.３８８.１９０.５９５.２６９.０２６.２４２
通 所 授 産
（更生）施設



⑽相談支援とコミュニケーション支援の重要性

精神に障害を持つ人にとって相談支援はコミ

ュニケーション支援の側面も持っている。精神

に障害をもつ人に「一番話しやすく頼りになる

人」をあげてもらうと（表２８），会社で働いてい

る人も，作業所や授産施設で働いている人もほ

ぼ３０％の人が「母親」と答えている。大人にな

っても，もっとも信頼する人に「母親」をあげ

る人が多く父親の比率は低い。母親が支援者で

あり，また本人の意志のメッセンジャーとして

の役割を果たしていることを示している。しか

し，もう一面では父親の存在が本人にとっては

距離があり，母子相互依存の状態からの自立と

いう課題を持つことも予想される。母親の次に
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「頼りになる人」としてあがる率が高いのは，

会社に通っている人の場合は「配偶者」「医者」

である。作業所に通っている人では「作業所の

職員」と「医師」比率が相対的に高い。通所授

産施設に通っている人の場合は「きょうだい」

「施設の職員」「医者」などがあがっている。

次に注目すべきなのは，「周りの人に自分の

気持ちを伝えられないときがあったか」とたず

ねた問に対して（表２９），会社に勤めている人

の９２.３％が「ある」とこたえていることである。

作業に通う人は６４.４％であるのに対して，ずば

抜けて高い。

また，「自分の気持ちを伝えられないときに

どんな気持ちになったか」という問に対しては

表２８ 一番話しやすく頼りになる人（本人回答）

通所授産（更生）施設共同作業所会社

３８１７２１３回答人数

２８.９３０.２３０.８母親％

７.９５.２０.０父親％

０.０４.７１５.４配偶者％

１０.５５.２７.７きょうだい％

５.３０.６０.０子ども％

０.００.６０.０その他の身内％

０.０５.８７.７障害のある友人％

２.６８.１０.０知人・友人％

２.６０.６０.０近所の人％

０.００.６０.０障害者団体の人％

２.６０.６０.０職場の同僚・仲間％

０.００.６０.０その他の地域の人％

１０.５１５.１７.７作業所や施設の職員％

１０.５１１.０１５.４医者％

２.６２.９７.７病院のケースワーカー％

１０.５１.２０.０生活支援センター職員％

０.００.６０.０ホームヘルパー％

２.６１.２７.７その他の専門職％



（表３０），会社に通う人では，「誰にも言わずこ

らえる」「気持ちが不安定になる」「自分を責め

る」「相手に腹が立つ」と答えた人の比率が高

くなっている。

さらに，「気持ちを伝えられないときにどう

対応したか」という問に対しては，会社に通っ

ている人は「繰り返し相手と話す」と答えた人

が４６.２％でもっとも比率が高いが，「じっと我

慢する」と答えた人の比率も３８.５％の高さにな

っている。

このように，会社などで一般就労をしている

人は，コミュニケーション上のハンディーを抱

えながら「じっと我慢」したり「繰り返し相手

と話をする」努力をしつつ仕事を続けている人

が多いことが，本人の意志を通して確認でき

た。
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まとめ

以上具体的な調査結果に基づいて，一般就労

や作業所や授産施設等で就労している人の現状

と支援課題を検討してきた。その結果明らかに

なったことを列挙する。一つは，就労のための

支援を進めることで経済的自立を実現できてい

る事例はごくまれであり，経済的自立のために

は障害年金等で補う必要があることであった。

また，作業所や授産施設は就労に向けた準備を

行う施設として特化できるものではなく，それ

に対応できる人も存在することは事実である

が，多くの利用者は，作業所でのそれぞれの能

力と価値観にあわせ就労を通した社会参加と自

立を追求するのを支援する場でもあるというこ

とであった。さらに，就労活動を行っている人

表３０ 自分の気持ちを伝えられないときどんな気持ちになったか（本人回答）
無回答
％

とくにかわら
ない％

相手に腹が立
つ％

気持ちが不安
定になる％

自分を責める
％

誰にも言わず
こらえる％

回答人数

０.０１５.４３０.８５３.８３０.８６１.５１３会社

１.１１２.４２２.０３０.５１９.２２９.４１７７共同作業所

２.４７.１１６.７４２.９２８.６３５.７４２通所授産（更生）施設

表２９ 周りに自分の気持ちをうまく伝えられないときがあったか（本人回答）

無回答％ない％ある％回答人数

０.０７.７９２.３１３会社

１.１３４.５６４.４１７７共同作業所

０.０２６.２７３.８４２通所授産（更生）施設

表３１ 自分の気持ちを伝えられないときどう対応したか（本人回答）

無回答
％

その他
％

とくに気
にしない

％

あきらめ
る％

専門家に
相談する

％

近くの人
に助けて
もらう％

頼りになる
人に相談し
考える％

繰り返し
相手と話
す％

じっと我
慢する％

回答人数

０.００.０２３.１２３.１２３.１２３.１２３.１４６.２３８.５１３会社

４.５５.６９.０１３.０１４.１８.５２４.９１３.６２４.３１７７共同作業所

１４.３４.８２.４１４.３９.５２.４２３.８１１.９４０.５４２
通 所 授 産
（更生）施設



には，日常生活支援や相談・コミュニケーショ

ン支援も不可欠であることなどが確認できた。

今後はこれらのことを踏まえるならば，就労

をとおして社会参加する場合においても「依存

しながらの自立」を可能とするための総合的な

支援手法を具体化することが必要であり，就労

支援に特化した施策は見直され補強される必要

があると言える。このことは，日本において障

害者の「保護雇用」施策の本格的な確立の必要

性を示している。障害者自立支援法において，

就労支援の方向が強められたが，それが「就

労」による「依存からの自立」を強制するもの

であったなら，障害を持った人の必要とは合致

しない。障害を持った人へ憲法第２７条に明記さ

れた「勤労の権利」の保障のためには，仕事に

就けるための訓練の支援だけでは行政責任が果

たされたとは言えない。就労している人の相

談・コミュニケーションに支援や日常生活自立

の支援，さらには最低賃金とのギャップを埋め

る所得保障なども公的な責任において実施され

ることが必要な現実にあることが明らかであ

る。

なお，本稿では，身体障害を持って就労活動

している人のケースは扱わなかった。それは，

それらを軽視したのではなく，もっとも本人の

障害者の就労と多様な「自立」支援策の必要性（石倉康次） 61

意思が表明されにくい知的障害者や精神障害者

の声に耳を傾けることが重要であると判断した

からである。
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６） 福祉を守る市民会議・広島『精神障害者と家
族の生活課題 調査報告書』２００５年において基
本的な調査結果は報告されているが，本稿では
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Abstract:Thispaperisbasedonresearchamongpersonswithintellectualormentaldisabilities

workingatcompaniesorworkshops,andaimstoreporttheiractualconditionsandalsotoshow

thenecessityofvarioussupportplanstoenablethemtoliveindependently.

Theglobalpolitictrendsincethe1990’shasbeentoassistsuchpersonsthroughworktolive

theirownlifewithoutsocialaid,asrepresentedbythe“Welfaretoworkfare”policy.

Icarriedoutaninvestigation,basedonthepresentstatusandthoughtsofworkingdisabled

persons,inordertoconsidertheadaptabilityofsuchneo-liberalisticpoliciestodisabledpersons

inJapan.

Asaresult,thisinvestigationmainlyindicatedthethreefollowingpoints.

① Weneedtoaimfor“IndependentLiving”withvarietyofsupportingplans,becauseonlya

fewsuchpersonscanstandontheirownlegsthroughworking.

② Weneedtocontinuetosupportthem inmanywaysinordertohelpthem toachieve

“IndependentLiving”.Forexample,findingworkplaces,guaranteedincomefortheirlife

requirements,everydaylifesupport,communicationsupportandconsultingsocialservices.

③ WeneedtobreakfreshgroundamongworkplacesthatarenotyetopentotheminJapan,

andtocreate“ShelteredEmployment”fortheir“IndependentLiving”.
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WorkSupportandIndependentLivingfortheHandicapped;
InvestigationamongPersonswithIntellectualorMentalDisabilities
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